
防災・災害対応のための標準データと

災害リスク情報の流通のための

所在情報（メタデータ）の見える化

平成２５年３月

内閣府（防災担当）

災害情報システム担当

災害リスク情報の利活用に関する研究プロジェクトシンポジウム

リスク社会のイノベーション2013
－情報共有に基づく公民協働の実現を目指して－

■■■■ 防災情報防災情報防災情報防災情報のののの活用活用活用活用にににに関関関関するするするする背景背景背景背景

【背景】

�防災・災害対応にて地図情報を活用することは状況把握等
において有効

→ 多くの自治体によりハザードマップなどの策定が進んでいる

→ 東日本大震災においては、行政や民間団体等により多くの地図が

作成・活用された

○自然災害のリスク情報を分りやすく提供すること

が、効果的な予防対策や災害時の適切な避難行動

につながる。

○災害リスク情報を活用した潜在的なニーズも高い。

ex）損害保険、土地利用計画、不動産取引等

平常時

○関係機関が保有するリスクや被害状況

等に関する分りやすい情報を迅速に共

有することが求められる。

災害時

火山ハザードマップ

（富士山）

地震発生時の被害情報の共有イメージ

（岩手・宮城内陸地震）

浸水想定区域図

（荒川下流）
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■■■■ 防災情報活用防災情報活用防災情報活用防災情報活用にににに向向向向けたけたけたけた課題認識課題認識課題認識課題認識

【課題認識】

�課題認識①：どこに、どんな情報が提供されているか、
すぐに見つけられない。

» 各機関で提供されている災害リスク情報を一元的に検索
できる仕組みを整備することが有効

�課題認識②：同種の災害リスク情報が提供機関ごとに
データ形式が異なる

（個別の対応が必要）

» 多様な機関が利用するデータを標準化することが有効

■■■■ 災害災害災害災害リスクリスクリスクリスク情報等情報等情報等情報等のののの規格化及規格化及規格化及規格化及びびびび利活用推進利活用推進利活用推進利活用推進のイメージのイメージのイメージのイメージ
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■■■■ 災害情報災害情報災害情報災害情報のののの見見見見えるえるえるえる化実証実験化実証実験化実証実験化実証実験のののの概要概要概要概要

【実証実験の目的】
� データ流通に係る仕組みの実現性・改善点の確認

� データ流通基盤による各種災害リスク情報等の登録・取得に際して各機関が期待すること
� データ流通基盤とクラウドシステムの連携による地図配信サービス情報の⼀元的な活⽤
� 標準仕様に基づく標準データの流通
� 災害対応にける防災情報の利活用イメージの検証

� 有用なデータを組合せ、地方公共団体における災害対応の判断に資する地図内容について
� 災害対応に標準仕様にもとづくデータの作成や利⽤について標準データ仕様やデータ変換ツール
の改善点等

【実施概要】
� 日時：平成25年1月25⽇（⾦）13:00-17:00
� 場所：藤沢市役所 災害対策室

災害リスク情報の⾒える化
（データ流通基盤+標準データ）

災害リスク情報プラットフォーム・
官⺠協働危機管理クラウドシステム総合防災情報システム

■情報を提供する仕組み ■情報を仲介する仕組み ■情報を表⽰・利⽤する仕組み

データ流通基盤を介し
て自治体に情報提供

地図配信サービスされる
情報をデータ流通基盤で
検索して活⽤

■■■■ シナリオシナリオシナリオシナリオ①①①① 自治体自治体自治体自治体のののの災害対応災害対応災害対応災害対応におけるにおけるにおけるにおける活用活用活用活用

＜⾃治体の利⽤場⾯＞
•災害発生後に国から提供されるライフライン被害情報等を災害対応システムで利⽤
（災害時に提供が予定される情報をデータ流通基盤を通じて事前設定し、⾃治体の災害対応システムに表示）

＜自治体のメリット＞
•これまで電話やFAX等で収集していたライフライン被害情報等が自動的に災害対応シ
ステムに表示され作業負荷が軽減する

●データ表示環境の準備
・災害対応システムにライフライン被害情報等の取得先を「データ流通基
盤」から取得し、災害対応システムに表示設定 【平常時】

・データ取得・表示 【災害時】

自治体

１．（予定）メタデータ作成・登録 【平常時】
２．データ作成（更新）・公開 【災害時】
３．メタデータ更新・登録 【災害時】

国

�ライフライン情報の表示例

�被災前後の航空写真の表示例

①総合防災情報システ

ムから情報を提供

③クラウドシステムに

より情報を確認

②データ流通基盤に

より検索

NTT-Geospace、NTTME(株）、国際航業(株）、朝日航洋（株）



■■■■ シナリオシナリオシナリオシナリオ②②②② 隣接自治体隣接自治体隣接自治体隣接自治体のデータののデータののデータののデータの利用利用利用利用

＜自治体のメリット＞
• これまでは他⾃治体の状況等を電話等で確認し、情報を整理してた上で調整を図る
必要があったが、近隣⾃治体情報を標準的なデータで収集することで確認作業が軽
減され、受け⼊れ可否の調整が効率化できる

＜自治体の利⽤場面＞
・隣接⾃治体の避難所開設状況等を取得して、避難者の受け入れ調整を実施

� データ流通基盤でメタデータ・検索・取得

１．データ作成
２．標準データ変換
３．データ公開
３．メタデータ作成・登録

自治体

自治体

�データ流通基盤にて近隣自治体の避難所
開設情報を検索・取得して情報共有

標準データを活用した周辺自治体と

の調整（避難所運営の事例）

■■■■ シナリオシナリオシナリオシナリオ③③③③ 民間民間民間民間のデータやサービスをのデータやサービスをのデータやサービスをのデータやサービスを活用活用活用活用

自治体のメリット：
• ⾏政だけでは把握できない孤⽴者情報や道路被害情報等を収集し対応に役⽴てる

＜自治体の利⽤場面＞
• 災害発⽣時の被災現場の情報が不⾜する場合に、⺠間が収集した情報（⼝コミ情報
等）から現場情報を取得

• カーナビ企業等が提供する通⾏実績情報等を取得し、通⾏可能箇所を確認

� データ流通基盤でメタデータ・検索・取得

１．データ作成
２．データ公開
３．メタデータ作成・登録

自治体

⺠間企業

�民間収集の口コミに
よる被害情報※

�民間公開のライブカメラ

�通行実績情報

データ流通基盤により民間情報を

効率的に検索

※ウェザーニューズ社が東日本大震災時に収

集し公開したデータをもとにダミーデータを作成



■■■■ 実証実験実証実験実証実験実証実験でででで得得得得られたられたられたられた成果成果成果成果

○意⾒交換における主な意⾒
（データ流通基盤の有効性について）

• データ流通基盤を活⽤すれば、⽀援先機関（協定先の⾃治体等）が被災地の状況を⾃発的
に収集できるため、必要な準備や対策をとれ有効である。

• 従来は⾃治体から市⺠等に情報を提供することを中⼼に考えていたが、データ流通基盤等
を活⽤して市⺠や⺠間事業者から情報（⼝コミや写真等）を収集・活用できれば災害直後
の状況把握等に役⽴つ。

（標準データ仕様の有効性について）
• 災害時の避難所運営における隣接市町村との調整において、避難所情報が標準データとし
て作成されれば、開設状況や収容率等を共通的な項目で共有できるため、調整作業の効率
化が期待できる。

（災害リスク情報の⾒える化における課題）
• データ流通基盤を介して、関係機関から必要なタイミングと内容で情報提供が⾏われるよ
うにして欲しい。特に、観測情報（気象情報等）、ライフライン情報、公共交通機関の状
況、道路被害情報、空中写真に対してニーズが⾼いため、これら情報を迅速に提供できる
ようにして欲しい。

• 平常時および災害時にデータ流通基盤からどのような情報を取得して、どのような地図を
作成するべきかを予め整理することが必要。

■■■■ 国国国国におけるにおけるにおけるにおける関連動向関連動向関連動向関連動向

東日本大震災から得られた教訓を今後に生かし、災害対策の強化を図るため、

①大規模広域な災害に対する即応力の強化①大規模広域な災害に対する即応力の強化①大規模広域な災害に対する即応力の強化①大規模広域な災害に対する即応力の強化

②大規模広域な災害時における被災者対応の改善②大規模広域な災害時における被災者対応の改善②大規模広域な災害時における被災者対応の改善②大規模広域な災害時における被災者対応の改善

③教訓伝承、防災教育の強化や多様な主体の参画による地域の防災力の向上③教訓伝承、防災教育の強化や多様な主体の参画による地域の防災力の向上③教訓伝承、防災教育の強化や多様な主体の参画による地域の防災力の向上③教訓伝承、防災教育の強化や多様な主体の参画による地域の防災力の向上

などについて定めるもの。

【【【【災害対策基本法災害対策基本法災害対策基本法災害対策基本法】】】】

（情報の収集及び伝達等伝達等伝達等伝達等）

第51条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関

及び指定公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者（以下この条及び第58条において「災害

応急対策責任者」という。）は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害に関する情報の収集及び

伝達に努めなければならない。

2222 災害応急対策責任者は、前項の災害に関する情報の収集及び伝達に当災害応急対策責任者は、前項の災害に関する情報の収集及び伝達に当災害応急対策責任者は、前項の災害に関する情報の収集及び伝達に当災害応急対策責任者は、前項の災害に関する情報の収集及び伝達に当たつてはたつてはたつてはたつては、地理空間情報（地理空、地理空間情報（地理空、地理空間情報（地理空、地理空間情報（地理空

間情報活用推進基本法（平成間情報活用推進基本法（平成間情報活用推進基本法（平成間情報活用推進基本法（平成19191919年法律第年法律第年法律第年法律第63636363号）第号）第号）第号）第2222条第条第条第条第1111項に規定する地理空間情報をいう。）の活用に項に規定する地理空間情報をいう。）の活用に項に規定する地理空間情報をいう。）の活用に項に規定する地理空間情報をいう。）の活用に

努めなければならない。努めなければならない。努めなければならない。努めなければならない。

3 3 3 3 災害応急対策責任者は、災害に関する情報を共有し、相互に連携して災害応急対策の実施に努め災害応急対策責任者は、災害に関する情報を共有し、相互に連携して災害応急対策の実施に努め災害応急対策責任者は、災害に関する情報を共有し、相互に連携して災害応急対策の実施に努め災害応急対策責任者は、災害に関する情報を共有し、相互に連携して災害応急対策の実施に努めななななけれけれけれけれ

ばばばばならない。ならない。ならない。ならない。

（災害対策基本法の一部改正）



■■■■ 防災情報防災情報防災情報防災情報のののの活用活用活用活用にににに係係係係るプロジェクトチームるプロジェクトチームるプロジェクトチームるプロジェクトチーム

【委員名簿】

座長 林 春男 京都大学防災研究所巨大災害研究センター教授

宇賀 克也 東京大学法学部・大学院法学政治学研究科教授

柴崎 亮介 東京大学空間情報科学研究センター教授

田中 淳 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター長

田村 圭子 新潟大学危機管理室教授

長田 恭明 日本放送協会報道局災害・気象センター長

酒井 泰吉 日本放送協会報道局災害・気象センター長（H24.６.17まで）

前田 裕二 ＮＴＴサービスインテグレーション基盤研究所主幹研究員

・平成２４年５月に防災情報の活用に係るプロジェクトチームを設立

・災害時に必要とされる情報が迅速かつ的確に必要なところに提供されるよう、

ハード・ソフト両面から現状の課題整理と今後の方向性について検討

■ 主な論点

（１）危機管理系システムのあり方

（２）発災時の危機対応

（３）被災者の支援

（４）復旧・復興への防災情報の活用

■■■■ 今後今後今後今後にににに向向向向けてけてけてけて（（（（プロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチーム報告概要報告概要報告概要報告概要））））

ＧＧＧＧ空間情報活用空間情報活用空間情報活用空間情報活用のためのためのためのためのデータのデータのデータのデータ標準化等標準化等標準化等標準化等

災害対応の各フェーズにおいてＧ空間

情報の活用は不可欠といえるが、その

ためには、防災関係機関によって収

集・提供・共有されるデータの標準化

や互換性の向上のための環境整備を進

めるべきである。

情報情報情報情報利用利用利用利用のルールのルールのルールのルール作作作作りりりり

必要とされる情報が迅速かつ的確に

必要とするところに提供されるよう、

各主体が保有する情報の公開範囲や二

次利用についての事前ルールを策定す

べきである。

官民官民官民官民のののの情報共有促進情報共有促進情報共有促進情報共有促進

国、地方公共団体等による情報だけで

はなく、民間企業等が保有する信頼性

の高い情報も含めた情報の共有や双方

向の提供は不可欠であり、そのために

は、官民連携して、災害対応に有効な

各種情報の所在等を含め、必要となる

情報、共有すべき情報の整理を進める

べきである。

円滑円滑円滑円滑なななな情報処理情報処理情報処理情報処理をををを可能可能可能可能にするにするにするにする人材確保人材確保人材確保人材確保

発災時にも各防災関係機関で効果的な

防災情報の処理ができるよう、国、地

方公共団体、民間団体や高等教育機関

の連携により十分な人材を確保できる

体制を検討すべきである。


